
船員保険制度

職務外年金部門
（年金保険）

職務外疾病部門
（医療保険）

職務上疾病・年金部門
（労災保険相当部分＋独自給付）

失業部門
（雇用保険相当部分）

職務外年金部門
厚生年金の第3種被保険者
（坑内夫と同じ扱い）として適用

厚生年金保険制度

昭和61年4月に統合

船員保険制度

職務外疾病部門

独
自
給
付

職務上疾病・年金部門
労災保険相当部分を
労災保険制度に統合

労災保険制度

失業部門
雇用保険相当部分を雇用保険制度に統合

雇用保険制度

平成22年1月に
統合

船員保険制度の改正の概要
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事業主・被保険者の意見に基

づく自主自律の運営

本部

都道府県支部
（全国４７か所）

運営委員会
（事業主・被保険者・学識
経験者で構成）

評議会
（地域の事業主・被保険
者・学識経験者で構成）

※事業所（船舶所有者を含む。）の適用や保険料の徴収の業務は日本年金機構において厚生年金業務と一体的に行い、保険給付に
必要な財源は厚生労働省から協会に交付金として交付
※船員保険は、全国分を本部（船員保険部）にて集約して業務を行っている。

支部を統括・支援

支部単位で地域の実情を
踏まえ事業を実施

事業主・被保険者の意見に基

づく自主自律の運営

保険給付保険運営の企画 保健事業（予防）

○ 平成２０年１０月１日、全国健康保険協会が設立。政府管掌健康保険（政管健保）を国から
引き継ぎ、協会が運営。また、平成２２年１月１日に船員保険事業を移管し、協会が運営。

○組織
本部と４７都道府県支部で構成

全国健康保険協会について

船員保険協議会
（船舶所有者・被保険
者・学識経験者で構成）

≪船員保険≫
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